
当基金は
代行返上方針を議決しました

　当基金は、去る12月12日（金）に開催された臨時代議員会において、代行返上方針を議決しました。

　代行返上とは、「国に代わって運営している代行部分の年金資産を国に返し、残る基金独自の年金

資産で新たな企業年金に移行する」ことをいいます。

　なお、議決に至る検討の経緯及びスケジュールは、以下のとおりです。

　平成26年４月に施行された「公的年金制度の健全性
及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を
改正する法律」により、厚生年金基金には極めて厳し
い存続基準が設けられました。これにより、厚生年金
基金は原則５年以内に「存続」「解散」「代行返上」の
いずれかを選択する必要があり、一昨年９月の理事会・
代議員会で代行返上の方向で検討を進めていくことを
決定しました。

　これを受けて、下記の検討経緯のとおり約１年かけ
て検討を進めてまいりました。その結果、去る12月12
日に開催された臨時代議員会において、当基金の財政
状況から新制度への移行が可能であることを踏まえ、
代行返上方針を議決しました。
　なお、新制度の詳細については、慎重に検討を進め
ることとしており、詳細が決まった段階で改めて皆様
にお知らせすることとしております。

◆検討経緯
年　月 会 議 名 内　　容

平成25年９月
第214回　理 事 会
第104回　代議員会

◦対応方針として代行返上の方向で検討を進めることを決定

　〃　12月 第215回　理 事 会 ◦代行返上検討にあたって留意すべき事項等について検討

平成26年２月

第216回　理 事 会 ◦新年金制度の概要を検討

第105回　代議員会 ◦代行返上について検討

　〃　 ５月 第217回　理 事 会 ◦新年金制度の概要を検討

　〃　 ６月
第218回　理 事 会
第106回　代議員会

◦新年金制度の概要及び今後のスケジュールを検討

　〃　 ８月
理事・代議員による
勉強会

◦平成26年３月末決算予測値に基づいた新制度への移行の検証

　〃　 ９月
第219回　理 事 会
第107回　代議員会

◦平成26年３月末基準の財政決算（次ページ「当基金の財政状況」
参照）を踏まえて、新制度に移行が可能であることを確認

◦新制度に移行が可能という判断をもとに、12月の臨時代議員
会において代行返上方針を議決することを決定

当基金の各会議が
開催されました

告報

　平成26年12月12日（金）に、当基金におい

て第63回資産運用委員会が開催されました。

以下の協議事項について検討が行われ、全会

一致で承認されました。

❖協議事項
１．平成26年度第２四半期の運用結果について
２．平成26年10月末の運用結果（速報）について
３．年金積立金管理運用独立行政法人の基本
ポートフォリオ変更について

　平成26年12月12日（金）に、当基金におい

て第220回理事会が開催されました。以下の協

議事項等について検討が行われ、全会一致で

承認されました。

❖協議事項
第１号　平成27年度予算編成について
第２号　事業所の任意脱退について
第３号　代行返上方針議決について
第４号　第108回臨時代議員会に提出する議

案について

❖報告事項
第１号　基金の現況について
第２号　事業所の削除及び所在地の変更にか

かる規約第５条別表第１の一部変更
について

第３号　福祉給付金の支給状況について
第４号　会館の利用状況について
第５号　囲碁クラブの開催結果について
第６号　第56回年金生活設計セミナーの開催

結果について
第７号　平成26年度第２四半期の運用結果に

ついて

第８号　平成26年10月末の運用結果（速報）
について

第９号　年金積立金管理運用独立行政法人の
基本ポートフォリオ変更について

第10号　加入員減少設立事業所にかかる一括
徴収の理事長専決処分について

　

　平成26年12月12日（金）に、当基金におい

て第108回臨時代議員会が開催されました。以

下の議決事項等について、全会一致をもって承

認されました。

❖議決事項
第１号　事業所の任意脱退について
第２号　代行返上方針議決について

❖報告事項
第１号　基金の現況について
第２号　事業所の削除及び所在地の変更にか

かる規約第５条別表第１の一部変更
について

第３号　福祉給付金の支給状況について
第４号　会館の利用状況について
第５号　囲碁クラブの開催結果について
第６号　第56回年金生活設計セミナーの開催

結果について
第７号　平成26年度第２四半期の運用結果に

ついて
第８号　平成26年10月末の運用結果（速報）

について
第９号　年金積立金管理運用独立行政法人の

基本ポートフォリオ変更について
第10号　加入員減少設立事業所にかかる一括

徴収の理事長専決処分について

検討の経緯

資産運用委員会

理　事　会

臨時代議員会

（ ４ ） （ ５ ）



年金についてご不明な点がありましたら、
当基金までお問い合わせください。

源泉徴収票と年金支払通知書は、平成27年１月20日頃、
年金受給者の皆様あて発送する予定です。

業務課から皆様へ

　当基金では、毎年、年金受給者の皆様に対して「源泉徴収票」
と「年金支払通知書」（下記参照）を送付しております。皆様のなか
で確定申告を必要とされる方は、この「源泉徴収票」をお持ちのう
え、ご本人の住所地を管轄する税務署で精算を行うことになります。
　その際、「源泉徴収票」のみを切り取り線で切り離し、税務署
にお持ちください。切り離した「年金支払通知書」はご自宅に一
年間保存しておいてください。
　毎年、この「年金支払通知書」をつけたまま税務署に提出され
る方が大変多く、後日基金あてに問い合わせをされるケースが増
えています。必ず「年金支払通知書」を切り離して保存するよう、
お願いいたします。

上記スケジュールは現段階のものであり、厚生労働省等との調整、記録整理の進捗状況に
よって変わることがあります。

年金支払通知書 一年間大切に保管してください。

平 成　 年中の年金の支払予定を次のとおり、ご案内いたします。

年金証書番号 氏　名
（単位：円）

本
人
交
付
用 支払者 所在地

名　称
東京都新宿区大久保２－８－３
東京都電設工業厚生年金基金

支払を
受ける者

住　　所
又は居所
氏　　名

　　  　区　　　分
法第2 0 3 条の３第１号適用分
法第2 0 3 条の３第２号適用分
法第2 0 3 条の３第３号適用分

支　払　金　額 源泉徴収税額

人 人 人 人 人 円
（摘要）

有 無 有 無 特定 老人 その他

申告書
の提出 特別

障害者
その他の

障害者
老人控除
対象配偶者

特別
障害者

その他の
障害者

社会保険料
の金額

本　人 控除対象配偶者の有無等 扶養親族の数 障害者の数

円円

生 年 月 日

平 成　 年  分　　  公 的 年 金 等 の 源 泉 徴 収 票

切り取り線

年金の送金は、上記の支払予定日に、上記の金融機関にお振込みいたします。ただし、送金の都度には、通知を
いたしませんのでご了承ください。また、上記支払額に変更があったときは、その都度ご通知いたします。

送金
方法
支払者

支払予定年月日 支　払　対　象　期　間 支　給　額 所得税額 差引支給額

東京都新宿区大久保２－８－３　東京都電設工業厚生年金基金

①「年金支払通知書」は、年１回（２回以上年金の支払い

のある方もまとめて１回）、平成27年中の支払い日

及び支払い額をお知らせいたしますので、実際に年

金が振り込まれたときにご確認ください。

②�通知によってお知らせした支払額等に変更があった

場合、そのつど、変更内容をお知らせいたします。

③次のような場合は、できるだけ早く届け出をお願い

します。

1住所、氏名、受け取り機関、口座番号が変わった
とき

　 　受給権者変更届

2年金証書を紛失またはき損したとき
　 　年金証書再交付申請書

3受給者が不幸にして亡くなられたとき
　 　業務課（☎０３‐５２７３‐０１２１）へご連絡ください

年金支払通知書を確認しましょう！

確定申告確定申告

源泉徴収票

確定申告をする必要の
ある方はチェック！

源泉徴収票をご使用ください

確定申告の期間は

２月16日から３月16日までです
「源泉徴収票」は、平成26年中に当基金
より年金の支払いを行った方に対して
交付するものです。

源泉徴収票について今後のスケジュール（予定）

資 産資 産資 産 債 務債 務債 務
未償却過去勤務債務 193億円

資産
1,982億円

基金独自の年金部分
（数理債務） 

578億円

代行部分
（最低責任準備金）

1,488億円

剰余金 108億円

新年金制度に移行

平成26年

12月

６月頃

方針決定から
１～２年後

方針決定から
３～４年後

臨 時 代 議 員 会

事業主説明会
同意のお願い（第１回）

臨 時 代 議 員 会

事 業 主 説 明 会 実 施

事業主説明会実施ならび
に同意のお願い（第２回）

代 議 員 会

新制度概要を踏まえ
代行返上方針を決定

代行返上方針及び将来分返上について

将来分返上について

新年金制度の制度内容及び
給付減額等について

代行返上（過去分返上）、新年金制度
への移行及び給付減額等について

代行返上及び
新年金制度への移行について

平成27年
２月～３月
４月～５月

参   考

当基金の財政状況

　当基金は、平成26年３月

末時点で108億円の剰余金を

保有しており、健全な財政状

況にあります。

（ ６ ） （ ７ ）


